
議案第５号

令和６年度南丹市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和６年度南丹市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６４０，４００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

令和６年２月２０日提出

南丹市長 西村 良平
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金          額款

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算

（単位：千円）歳 入

項

保 険 料1 450,569

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 450,569

使 用 料 及 び 手 数 料2 200

手 数 料1 200

繰 入 金4 177,148

一 般 会 計 繰 入 金1 177,148

繰 越 金5 10,000

繰 越 金1 10,000

諸 収 入6 2,483

延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料1 81

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金2 2,400

預 金 利 子3 1

雑 入4 1

640,400歳              入              合              計
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金          額款

（単位：千円）歳 出

項

1 総 務 費 25,323

総 務 管 理 費 1 23,802

徴 収 費 2 1,521

2 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 612,477

後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 1 612,477

4 諸 支 出 金 2,400

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1 2,400

5 予 備 費 200

予 備 費 1 200

640,400歳              出              合              計
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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款 比     較前 年 度 予 算 額

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

本 年 度 予 算 額

1 保 険 料 418,202 32,367450,569

2 使 用 料 及 び 手 数 料 200 0200

4 繰 入 金 171,565 5,583177,148

5 繰 越 金 9,000 1,00010,000

6 諸 収 入 2,483 02,483

歳     入     合     計 640,400 601,450 38,950
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地 方 債

本年度予算額 比 較前年度予算額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国府支出金 そ の 他

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

歳 出

25,3231 26,879 △1,55625,323総 務 費

602,4772 571,971 40,506612,477 10,000後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

2,4004 2,400 02,400諸 支 出 金

2005 200 0200予 備 費

歳     出     合     計 640,400 601,450 38,950 630,400 10,000
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２　歳　入

（単位：千円）後期高齢者医療保険料1保険料（款） 1 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

314,138現年分特別徴収保1291,978特別徴収保険料1 22,160314,138 314,138現年度分特別徴収保険料

険料

134,631現年分普通徴収保1126,224普通徴収保険料2 10,207136,431 134,631現年度分普通徴収保険料

険料

1,800滞納繰越分普通徴2 1,800滞納繰越分普通徴収保険料

収保険料

32,367418,202450,569計

手数料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

200督促手数料1200督促手数料1 0200 200督促手数料

0200200計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 4

25,320事務費繰入金126,876一般会計繰入金1 △1,55625,320 25,320事務費繰入金

151,828保険基盤安定繰入1144,689保険基盤安定繰入2 7,139151,828 151,828保険基盤安定繰入金

金金

5,583171,565177,148計

繰越金（項） 1繰越金（款） 5

10,000繰越金19,000繰越金1 1,00010,000 10,000前年度繰越金

1,0009,00010,000計

延滞金、加算金及び過料（項） 1諸収入（款） 6

80延滞金180延滞金1 080 80延滞金
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（単位：千円）延滞金、加算金及び過料1諸収入（款） 6 （項）

前 年 度 説    明
金   額区   分

節
比   較本 年 度目

1過料11過料2 01 1過料

08181計

償還金及び還付加算金（項） 2諸収入（款） 6

2,300保険料還付金12,300保険料還付金1 02,300 2,300保険料還付金

100還付加算金1100還付加算金2 0100 100還付加算金

02,4002,400計

預金利子（項） 3諸収入（款） 6

1預金利子11預金利子1 01 1預金利子

011計

雑入（項） 4諸収入（款） 6

1雑入11雑入1 01 1雑入

011計
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３　歳　出

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 23,802 25,456 △1,654 23,802 2給 料 9,941 〇一般職員給与費 19,038

費 　・一般職給 9,941
3職員手当等 5,777 　・通勤手当 256

　・時間外勤務手当 387
4共 済 費 3,320 　・期末手当 2,084

　・勤勉手当 1,744
8旅 費 15 　・職員退職手当組合負担金 1,306

　・職員共済組合負担金 3,239
10需 用 費 106 　・職員厚生会負担金 61

　・職員公務災害補償基金負担金 20
11役 務 費 4,506 〇一般管理事業 4,764

　・普通旅費 15
12委 託 料 127 　・消耗品費 65

　・印刷製本費 41
13使用料及び 10 　・通信運搬費 4,506
賃 借 料 　・システム保守点検委託料 127

　・有料道路通行料 4

　・駐車場使用料 6

計 23,802 25,456 △1,654 23,802

（款） 1 総務費 （項） 2 徴収費

1徴収費 1,521 1,423 98 1,521 10需 用 費 292 〇保険料賦課徴収費 1,521

　・消耗品費 31
11役 務 費 1,229 　・印刷製本費 261

　・通信運搬費 1,020

　・手数料 209

計 1,521 1,423 98 1,521
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（款） 2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項） 1 後期高齢者医療広域連合納付金 （単位：千円）

目 本 年 度 前 年 度 比   較

本  年  度  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国府支出金 地 方 債 そ の 他

1後期高齢 612,477 571,971 40,506 602,477 10,000 18負担金､補助 612,477 〇後期高齢者医療広域連合負担金 612,477

者医療広 及び交付金 　・保険基盤安定負担金 151,828

域連合納 　・保険料等負担金 460,649

付金

計 612,477 571,971 40,506 602,477 10,000

（款） 4 諸支出金 （項） 1 償還金及び還付加算金

1保険料還 2,300 2,300 0 2,300 22償還金､利子 2,300 〇保険料還付金 2,300

付金 及び割引料 　・保険料還付金 2,300

2還付加算 100 100 0 100 22償還金､利子 100 〇還付加算金 100

金 及び割引料 　・還付加算金 100

計 2,400 2,400 0 2,400

（款） 5 予備費 （項） 1 予備費

1予備費 200 200 0 200 〇予備費 200

　・予備費 200

計 200 200 0 200
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１　特別職
（単位：千円）

給 与 費

給 　与 　費 　明 　細 　書

区　　　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料

期末手当
（年間支給率）

その他
の手当

計

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

長　等 人

議　員 人

その他の
特別職

人

計 人

本

年

度

前

年

度

比

較
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２　一般職
　（１）　総括

（下記のアとイの合計）

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

備
考

備
考

（単位：千円）

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度 3人 9,941 5,777 15,718 3,320 19,038

前　年　度 3人 10,685 6,821 17,506 3,659 21,165

比　　　較 △ 744 △ 1,044 △ 1,788 △ 339 △ 2,127

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金等

本年度 256 387 3,828 1,306

前年度 336 341 713 4,041 1,390

比　較 △ 336 △ 85 △ 326 △ 213 △ 84

（単位：千円） （単位：千円）

給　　　与　　　費 給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計 報　　酬 給　　料 職員手当 計

本　年　度 3人 9,941 5,777 15,718 3,320 19,038 本　年　度

前　年　度 3人 10,685 6,821 17,506 3,659 21,165 前　年　度

比　　　較 △ 744 △ 1,044 △ 1,788 △ 339 △ 2,127 比　　　較

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当
退職手当
負担金

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
時間外

勤務手当

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末勤勉
手当

児童手当 退職手当

本年度 256 387 3,828 1,306 本年度

前年度 336 341 713 4,041 1,390 前年度

比　較 △ 336 △ 85 △ 326 △ 213 △ 84 比　較

　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予
算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の
基礎となったものについて記載したものである。

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考 区　　分 職員数 共済費 合　　計 備　　考

職員手当
の内訳

職員手当
の内訳
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　（２）　給料、報酬及び職員手当の増減額の明細

（下記のアとイの合計）

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

内訳 ア　会計年度任用職員以外の職員 内訳 イ　会計年度任用職員

 職員数の変動及び異動等に伴う増減分

（単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3人 3人

前年度 3人 3人

増減

（単位：千円） （単位：千円）

区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考 区　　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　明 備　　　考

  （職員数の異動状況）

区分 現に在職する職員数 その他 計

本年度 3人 3人

前年度 3人 3人

増減

給与改定に伴う
増減分

69 平均給与改定率　0.19％

昇給に伴う増加
分

218 平均昇給率　1.06％

報　　　酬 その他の増減分

職員手当 △ 1,044

制度改正に伴う
増減分

83 期末勤勉手当支給割合0.1月分の増

その他の増減分 △ 1,127 職員の異動等に伴う増減分

給与改定に伴う
増減分

69 平均給与改定率　0.19％
報酬改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加
分

218 平均昇給率　1.06％
その他の増減分

職員手当 その他の増減分

職員手当 △ 1,044

制度改正に伴う
増減分

83 期末勤勉手当支給割合0.1月分の増

その他の増減分 △ 1,127 職員の異動等に伴う増減分

給　　　料 △ 744

その他の増減分 △ 1,031

給　　　料 △ 744

報　　　酬

その他の増減分 △ 1,031
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　（３）　給料及び職員手当の状況

　　（ア）　職員１人当たり給与 　　（イ）　初任給

　　（ウ）　級別職員数 　　（級別の基準となる職務）

区　　　　　　　　　　　　分 一般行政職 国　　の　　制　　度

平 均 給 料 月 額 ２７７，６３３円 行政職（一）

平 均 給 与 月 額 ３０２，４４８円 大　学　卒 １９６，２００円 １９６，２００円

平 均 年 齢 ３５．０　歳 短　大　卒 １７９，１００円 １７９，１００円

平 均 給 料 月 額 ２９５，２３３円 高　校　卒 １６６，６００円 １６６，６００円

平 均 給 与 月 額 ３４７，５１９円

平 均 年 齢 ３８．０　歳

一　　般　　行　　政　　職 職務の級 基 準 と な る 職 務

級 職員数 構成比（％） 級 職員数 構成比（％） ７　　級 　部長・次長

１ 級 ５ 級 ６　　級 　課長・参事

２ 級 2人 66.7 ６ 級 ５　　級 　課長補佐

３ 級 ７ 級 ４　　級 　係長

４ 級 1人 33.3 合　　計 3人 100.0 ３　　級 　主任・主査

１ 級 ５ 級 ２　　級 　主事

２ 級 1人 33.3 ６ 級 １　　級 　主事・主事補

３ 級 1人 33.3 ７ 級

４ 級 1人 33.3 合　　計 3人 100.0 

区　　　　分 南丹市

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

区　　　　分

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在
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　　（エ）　昇給 　　（オ）　期末手当・勤勉手当

　　（カ）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　（キ）　特殊勤務手当

　　（ク）　その他の手当

支給期別支給率（月分）

６月 １２月

職　　員　　数　　　　　　(A) 3人 職　　員　　数　　　　　　(A) 3人 本 年 度 2.250 2.250 4.50 有

昇給に係る職員数　(B) 3人 昇給に係る職員数　(B) 3人 前 年 度 2.200 2.200 4.40 有

１号給 １号給 国 の 制 度 2.250 2.250 4.50 有

２号給 ２号給

３号給 ３号給

４号給 3人 ４号給 3人
２０年

勤続の者
２４年

勤続の者
３５年

勤続の者
最高限度

５号給 ５号給 （月分） （月分） （月分） （月分）

６号給 ６号給

７号給 ７号給

８号給 ８号給

比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 100.0% 比　率　　　　　　(B/A)　　　（％） 100.0%

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ 予 算 ） ０．００　％

支給対象職員の比率（令和６年１月１日現在 ） ０．００　％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称
伝染病防疫等作業手当

（1,000円／回）
汚物処理作業手当

（500円／回）

区　　　　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　異　の　内　容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

管 理 職 手 当 異 　国は定額制であるが、　南丹市は定率制である。

管理職員特別勤務手当 同

区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 一般行政職 区　　　　　　分 支　給　率　計
職制上の段階、職務の
級等による加算措置 備　　　　考

区　　　　　　分 その他の加算特例等 備　考

南 丹 市
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり
　退職手当支給事務については、京都府
市町村退職手当組合による。

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 31.282875 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

あり

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

本

年

度

前

年

度

号給数別内訳 号給数別内訳
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